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平成２７年度 東京都税制調査会第３回小委員会 

 

平成２７年７月３０日（木）１５：００～１７：１６ 

都庁第二本庁舎３１階 特別会議室２２ 

 

【税制調査課長】  それでは、お待たせいたしました。本日は、お忙しいところをお集まりいただきまして、

まことにありがとうございます。 

 開会に先立ちまして、本日の資料を確認させていただきます。 

 皆様の机の上にございます、お手元の一番左側、上から順に「第３回小委員会次第」、続きまして「座席表」

でございます。 

 その右側ですが、上から「第３回小委員会の論点」「平成２６年度東京都税制調査会答申の概要（抜粋）」「地

方財政調整制度に関する資料」「『経済財政運営と改革の基本方針２０１５』の概要」でございます。最後の資料

につきましては、先日閣議決定されました、いわゆる「骨太の方針」の概要版でございます。こちらにつきまし

ては、後ほどご覧いただければと存じます。 

 その右側ですが、本日お願いしております「○○委員のプレゼンテーション資料」「○○委員のプレゼンテー

ション資料」「○○委員のプレゼンテーション資料２点」でございます。 

 また、皆様の机の上に置かせていただきましたファイルでございますけれども、「諮問文」と「平成２６年度

答申」、答申附属資料の「企業の公的負担のあり方に関する調査報告」及び「その概要」、先日の「第１回、第２

回小委員会の資料」などがつづってございます。 

 資料に不足はございませんでしょうか。 

 よろしければ会議を始めさせていただきます。 

 まず初めに、前回まで御欠席で、本日、今年度初めて小委員会に御出席の委員の御紹介をさせていただきます。 

 上智大学法科大学院教授、○○委員でございます。 

【○○委員】  ○○でございます。なかなか欠席していて申し訳ございません。 

【税制調査課長】  立教大学教授、○○委員でございます。 

【○○委員】  ○○です。よろしくお願いいたします。 

【税制調査課長】  以上でございます。 

  それでは、進行につきましては、小委員長代行にお願いいたします。 

【小委員長代行】  皆様、本日は大変お暑いなか、またお忙しいところをお集まりいただきまして、ありがと

うございます。 

 ただいまから「平成２７年度東京都税制調査会第３回小委員会」を開催させていただきます。 

 それでは、さっそく議事に入ります。はじめに事務局から分科会の設置について御説明をお願いいたします。 

【税制調査担当課長】  では、分科会の設置について説明させていただきます。 

 今期は「大都市における税制のあり方」をテーマに、主として資産課税について、その税負担のあり方や都市

づくりとの関係等について調査研究を行うための分科会を設置いたします。 

 メンバーにつきましては、東京都税制調査会設置要綱第７の規定によりまして、小委員長の指名によることと

なっております。ですので、小委員長と電子メールを通じて御相談しつつ、今回は会長と小委員長代行の御意見

も伺いながら選任させていただきました。 

 分科会長は、本日お見えになっております上智大学の○○委員にお引き受けいただいております。 

 その他の委員は、千葉商科大学の○○委員、立教大学の○○委員、明治大学の○○委員、法政大学の○○委員、



2 

 

それぞれお引き受けいただいております。 

 なお、分科会の議事は非公開で行いますが、議事要旨は公開させていただくことといたします。 

 説明は以上でございます。 

【小委員長代行】  ありがとうございました。 

 ただいま説明がありましたように、大都市における税制、特に資産課税のあり方に関して調査研究をする分科

会を設置するということなのですが、御意見ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、設置についてお認めいただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 それでは、分科会長の○○先生をはじめ、委員の先生方、どうぞよろしくお願いいたします。 

 続きまして、審議に入りますが、本日は○○委員、○○委員、○○委員のお三方からプレゼンテーションをま

ずいただきまして、その後、事務局から本日の論点及び資料について説明をしていただきます。ということで、

今日は御報告３つということで大変盛りだくさんですが、よろしくお願いいたします。 

 はじめに全体の説明を受けて後段のほうで議論をするということで進めてまいりたいと思います。 

 まず初めに、○○委員からプレゼンテーションをお願いしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

【○○委員】  和光大学の○○でございます。 

 「格差是正と地方交付税」ということで報告をさせていただきます。 

（ＰＰ） 

 １５分という限られた時間ですので、スライド番号２番目の基本的な視点としておりますとおり、地方交付税

制度の近年の変容と、東京都のかかわる論点について提示するということで進めさせていただきたいと思います。 

 流れとしましては、そこの１番から４番までのようなことで進めたいと思っております。 

（ＰＰ） 

 まず、一般財源格差の状況ですけれども、最初に、スライド番号３のほうに示しておりますが、格差の示し方

というのはさまざまだと思いますが、ここでは、一般財源の総額の格差で東京都を含むベースで見ております。

タイル尺度を使いまして、一般財源を地方税、普通交付税、その他に分けまして、それぞれの格差寄与を見ると

いう形で示しております。 

 時間が大変限られているので、ここではその動向を見ていただくということと、あと普通交付税というのが総

額で見ますと地方税の格差に対しまして格差是正機能をもって財政調整が機能しているということを確認した

上で、この普通交付税ですが、財政調整、格差是正をする上でどういう考え方のもとで格差是正、財政調整を行

っているかということについて、その枠組みで確認したいと思います。 

 それが次の４ページ目でございます。 

（ＰＰ） 

 地方交付税の枠組みということで、これは御承知のこととは思いますけれども、日本の普通交付税は、財政需

要と課税力の双方を算定して、その差額を補填することによって財源保障と財政力格差の是正の同時達成を目指

す制度になっているということです。 

 小さ目の字で書いているのが、なぜ一体的に見る必要があるのかということを書いていらっしゃる○○先生の

論文を引用させていただいているというところですけれども、私はこういう枠組みになっているということは、

つまり、財源保障と財政調整の一体化ということですが、これは国が保障している行政サービスの一定水準に基

づいて財政調整が機能しているということを意味していると理解しています。 

 すなわち、財政調整というのは、どの数字で調整するかというのは、国ですとか経済社会によって違って大変
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難しい問題だと思うのですが、日本の地方財政制度の中では、そうした国が保障する行政サービスの水準で調整

が図られている、そういうつくりになっていると理解しているということです。 

（ＰＰ） 

 そのことを図示しましたのが次のスライドのページになります。こちらはイメージ図ですので正確性に欠ける

ところはあるのですけれども、上の段が国の保障する行政サービスの一定水準の保障というマクロの保障の部分

で、下が財政調整のミクロの保障です。財政調整を見ていきますので、下のミクロの保障のほうをみていただき

ますと、基準財政需要額が標準的財政需要として算定されて、収入額が算定されます。それに足りない財源不足

額が普通交付税として交付されて調整されるというシステムなのですが、このシステムを前提にしますと、格差

というのがあっても標準的な財政需要というのは保障されているはずの制度であるということがあるのだと思

います。したがいまして、ここでは、基準財政需要の算定を通じまして、標準的財政需要というのが本当に保障

されているかどうかというのが問われてくるというのが一つ目。 

 それと同時に、制度の枠組みで是正されない格差があって、それはそこの図に示している留保財源の部分だと

思います。この留保財源は標準税収入が大きいほど大きくなりますし、その分、一般財源の格差が大きくなると

いうことで、このようなつくりになっているという、このような枠組みのもとで財政調整が図られている制度と

理解しています。 

 こういう枠組みの交付税制度ですけれども、近年変容が起きてきていると考えておりまして、その点について、

述べたいと思います。 

（ＰＰ） 

 まず一つ目ですけれども、これは今、述べましたような普通交付税の算定に変化が生じてきているのではない

かということで、主に需要額算定です。特に臨時費目による算定に象徴されていると考えております。これは地

財計画の歳出の特別枠に対応した形での算定ですけれども、語弊はあるかもしれませんが、必ずしも財政需要に

基づかないような形で、そこに示していますような算定費目がつくられて、それを一定の配分指標で主に地方圏

に配分が行くような形の指標が多いのですけれども、それを使って配分するということが行われていて、算定方

法につきましても、行革ですとか成果指標を使った形での算定が行われているということです。 

 もう一つは、臨財債の問題ですけれども、臨時財政対策債が基準財政需要額の振りかえの形で算定されること

になっておりますが、この算定方法が変わりまして、これが補正係数の形で財政力指数が高い団体に割増で算定

されるというような方式が導入されているということです。つまり、臨財債自体が財政調整機能を持ってきてい

るということです。 

 これらがどういう意味での変化なのかといいますと、先ほど枠組みの中で財源保障と財政調整の一体化という

ことが交付税の根本的な考え方だということを申し上げましたけれども、ここからの変化ではないかと考えてい

ます。つまり、財政調整機能の重視の方向へのシフトという変化が見られるということが１点目でございます。 

（ＰＰ） 

 次の変化ですが、スライド番号をもう一個飛びまして、８ページ目の（２）の交付税原資の変化の①というと

ころでございます。交付税原資の変化ですが、ここは東京都もかかわる問題だと認識しておりますが、特に平成

２６年度に地方法人税が創設されまして、これが全額交付税の原資化されたという問題でございます。 

（ＰＰ） 

 これはどのような意味で問題と考えているかといいますと、次のスライド番号に移りますが、９ページ目のと

ころです。この問題は税の観点から問題ももちろんあるわけですけれども、地方財政調整制度の観点から見てど

ういう点が問題かといいますと、偏在性の高い法人住民税を交付税原資化しておりますので、そこが格差是正措

置になっているのはそのとおりだと思うのですが、実質的な水平調整になっているのではないか。これは地方団
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体がナショナルミニマムの多くを担う政府間財政関係の特質を踏まえますと、国が保障するという地方交付税の

地方財源保障の考え方を変えるものになっているのではないかと考えております。これが大きな２点目になるわ

けですが、ただ、一方で、これは留保財源の格差を是正するとか、あるいは一般財源格差の是正には寄与してい

ると考えられますので、この点をどう考えるかという問題がここに入ってくると考えています。そこで取り上げ

ましたのが、次の留保財源の問題でございます。 

（ＰＰ） 

 スライド番号の１０ページ目ですが、留保財源は先ほども述べましたとおり、交付税の算定を通じた財源の均

衡化が行われないもので、需要額が同じ水準でも税収の多寡に比例して留保される一般財源の格差につながると

いうことで、今、留保財源の格差がどういう水準にあるかというのは、次のスライドのほうで算出したものをお

示ししております。過去と比較して高いわけではないけれども、拡大傾向にあるような状況だということです。 

 それと、財源超過額のほうを見てみますと、東京都の大都市分というのはかなり高くなっている状況。大都市

分というのは特別区の状況ですけれども、シェアが高いということと、財政力指数で見ましても、道府県分、大

都市分で見ますと、かなり大都市分が高くなっている状況があるということです。 

（ＰＰ） 

 これらの格差というのは、現行の制度のもとでは是正されない格差あるいは問題にされていない格差と言える

わけですが、これに対しまして東京都の御主張としては、留保財源については、大都市特有の財政需要をそこで

見ているというような御主張だと思いますし、財源超過で大都市分が非常に大きいことについても、基準財政需

要で大都市特有の財政需要を見ていないために、これが過大になっている。あるいは財源超過は算定技術上の問

題であって、実態とは乖離しているという御主張だと思います。 

 これは都の立場からは、私は当然の御主張と理解しております。ただ、では、このままでいいかというか、留

保財源や財源超過の問題をどういうように考えるかというときには、かつてと違う問題も出てきているのではな

いかと思いまして、そのことを見たのが次でございます。 

（ＰＰ） 

 スライド番号の１２ページ目ですけれども、そこで今後の論点と課題ということで、留保財源、財源超過の問

題として示しております。 

 上にいっぱい字が書いてあるのが留保財源の問題。留保財源で賄う財政需要についての問題です。かつては留

保財源で賄っている需要というのは、地域づくりを行っていくための独自の施策を進めていくための財源という

位置づけであったかと思うのですが、近年は財政需要の構造変化に伴って、社会保障関係の経費を賄う。社会保

障の単独事業だけれども、義務に近い需要みたいなものを賄う財源になってきているのではないかということが

１つ。 

 それと、財源超過にしても、右に地財計画の図を示しておりますけれども、一般財源総額が増えない中で、交

付団体に対しての一般財源の配分の問題にかかわってきているということが出てきているのではないかという

ことです。今の段階でこういう問題を含めたところで留保財源や財源超過の問題というのが考えていく必要のあ

る問題になってきているのではないかというのが問題として挙げている一つ目でございます。 

（ＰＰ） 

 次でございますが、これは財政調整制度の原資のあり方が問われてきているのではないかということで、１つ

は先ほども示しましたとおり、地方法人税の創設と交付税原資化の問題ですけれども、もう一つ、平成２７年度

に交付税原資の法定率の見直しが行われていて安定性の向上ということでの見直しですけれども、この問題も含

めまして原資のあり方が問われてきていると認識しています。 

 また、この原資の問題ですけれども、問題をめぐって、交付税の問題というのが東京都、特に特別区問題にな
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ってきている側面があるのではないかと考えています。これまで交付税というのは、東京都を除くということで

考えることも可能であったのだと思いますけれども、この問題が出てきたということで、東京都の大都市部の財

源超過が非常に大きいですとか、実際、市町村民税の法人分は都区財調の原資でもありますので、直接的にも関

連するということで、こういう問題になってきているのではないかと思います。 

 あと小見出しのところに「地方団体間の連携」というかぎ括弧つきの言葉を入れさせていただいているのです

が、これは言葉の使い方としてふさわしいかどうかというのは自信がないのですが、思いつかずにこの言葉にな

ってしまっています。この言葉を入れた意味というのは、原資の部分が実質的な水平調整になっているので、原

資の中に都市対地方の対立の構図がつくられているときに、この連携が課題になるのではないかという意味と、

この問題に対しての東京都のスタンスということを考えたときに、もちろん都としての立場というのは当然ある

と思うのですが、ほかの団体との関係ですとか、あるいは特別区との関係というのを考えたときに、連携という

言葉を使っていいのかどうかわからないのですが、そこのところをどう考えるかということで非常に難しい問題

があるのではないかということで触れさせていただいたところです。 

（ＰＰ） 

 あと、最後でございますが、財政需要の問題がやはり問題になってくるのだと思います。これは地方団体全体

にかかわる問題だと思いますが、先ほど交付税は格差があっても需要額が算定を通じて標準的財政需要で保障さ

れている。そこが保障されている限りでは問題にならないといいますか、そこは保障されている格差なのだとい

うつくりではないかと申し上げましたけれども、そのときには基準財政需要がちゃんと標準的財政需要を算定し

ているかということが問題になってきて、近年は財政需要というより、財政調整のための算定になってきている

ということもありますし、特に行革ですとか、成果指標といった手法で繰り返し算定を行うということが起きて

きておりまして、これは標準的財政需要を見積もるという算定の趣旨からは外れていると思いますので、ここは

改善していくべき点があるということ。 

 それと、あと財政需要自体に投資的経費から社会保障関係経費へのシフトという構造変化が生じているという

ことがあって、この財政調整制度への影響というのは意外と大きいのではないかと考えているところですが、先

ほどの臨時費目の算定もこういう中で出てきている問題かもしれませんので、こうした変化も含めて、どういう

財政需要を見ていくべきかということは、小規模団体にとってもそうですし、大都市の財政需要ということでも

検討が必要になってきているのではないかと考えているところです。 

 以上です。 

【小委員長代行】  ○○委員、ありがとうございました。 

 ただいまの○○委員のプレゼンテーションについて、中身の議論は後段でということなのですけれども、説明

の内容ですとか語句の記述ですとかについて何か御質問があれば今ここで承りたいと思いますが、いかがでしょ

うか。よろしいでしょうか。 

 それでは、特にないようですので、続きまして○○委員のプレゼンテーションのほうに移りたいと思います。 

 それでは、○○委員、よろしくお願いいたします。 

【○○委員】  ○○です。 

 道府県税の偏在性ということで、今日はメーンのテーマは地方財政の財政調整の話になるのですが、その前提

として、税収の格差が存在するということで、それが現状どのようになっているかということを確認するのと、

あと今後の何かしら研究、分析のために、割と簡単な手法で格差、偏在性の変化というものを確認していくこと

ができますので、昔、こういう論文を書いたことがあるのですが、それの続編というか、最近どうなっているか

ということを自分でも確認するという意味も込めて今回プレゼンを準備させていただきました。 

 では、早速、始めさせていただきます。 
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（ＰＰ） 

 大体御案内のとおりの内容が多いかと思うのですが、道府県税の偏在性ということで、２０１３年度決算、平

成２５年度決算で見ると、一人当たりの道府県税収入というのは東京都が一人当たり約１９万円であるのに対し

て、最も低い沖縄県が一人当たり７万２，０００円ということで、東京、最大値を最小値で割って、約２．６倍

ですよというのがよく使われる格差の代表的な表現というか、わかりやすいところで使われる指標になるかなと

思います。 

 ２．６倍というのをどう捉えるかというところで、過去、最近のピークは２００７年度になるわけですけれど

も、そのときの３．３倍から大分縮小してきているという側面はあります。では、この十数年程度ですけれども、

偏在性がどういうように推移してきたのか。例えば２００７年度に住民税の税源移譲がありまして、その後に地

方法人特別税の創設などというのがありましたが、それらがどういうように影響してきているかということを確

認できたらいいなということで進めさせていただきます。 

（ＰＰ） 

 もう少し１３年度決算の中身を見ていきますと、全国で道府県税収入の総額というのが１４兆７，７３９億円

で、そのうち東京都は２兆４，９８９億円ということで、全国の税収に占める東京都の割合が１６．９％という

ことになります。これをここで東京都への税収の集中度というように呼んでおりまして、では人口のほうはどう

かというと、住民基本台帳人口の２０１４年１月、これが１３年度の値を評価するときに最近よく使われる。そ

の前の年までは、基本３月３１日の数字だったのですが、変更があったりして、１３年度についてはこの値を使

われることが多いのですが、これでいくと全国１億２，８４４万人のうち、東京都に１，３２０万人ということ

で、東京都の人口というのは全国に対して１０．３％ということで、人口は全国の１０．３％が東京都にいて、

でも税収は１６．９％入ってくるということは、その間の乖離というのが一人当たりの税収の違いによるという

ことで、この住民基本台帳人口で割った一人当たりの税収が、東京都が先ほどの１８．９万円になりますが、全

国は１１．５万円ということで、これを単純に割り算すると１．６５倍ということになりまして、この税収の集

中度１６．９％というのは、人口の集中度１０．３％に１．６５倍を掛けたものになるということになります。 

（ＰＰ） 

 これはテクニカルなところで、そのつくりの確認ということで、この後にも使うので定義を書いてありますが、

ＮＡというのは全国の人口、Ｎｉというのを地域ｉの人口。４ページになります。ＴＡというのを全国の税収、Ｔｉ

を地域ｉの税収として、Ｔ/Ｎというのを一人当たりの税収です。ここではτという文字を使っていますが、τＡ

というのが全国の一人当たりの税収、τｉが地域ｉのものということで、これらの関係がこんなような感じにな

りますので、Ｔｉ/ＴＡというのが先ほどの地域ｉの税収の集中度です。それが右側、地域ｉの人口の集中度掛け

る地域ｉの一人当たりの税収の対全国比というものであらわすことができる。東京都の場合は、先ほどの１６．

９％の税収の集中度が人口集中度１０．３％に１．６５倍を掛けたもの。これが最も小さいのは、一人当たりの

税収が低いのは沖縄県ですけれども、税収の総額で見たときに一番低くなるのが鳥取県になるのですが、全国の

税収の０．３５％が鳥取県ということになるのですが、人口は０．４６％であるのに対して、一人当たりの税収

も全国よりも低いということで、それを掛け合わせてさらに低くなっているという形になります。 

（ＰＰ） 

 では、この東京都に着目して、東京都の人口の集中度、税収の集中度等がこの十数年間でどう推移してきたか

というのを見たのが５ページになります。 

 下のオレンジの線、これが人口の集中度ということで、この２００１年度の東京都の人口集中度は９．４％。

これが毎年ちょっとずつちょっとずつ上がって、約１０年間でちょうど１ポイントぐらい上がる形になって、１

３年度は１０．３％ということで、少しずつ東京都への人口の集中が進んでいるというのがわかるわけです。 
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 それに対して、では、税収の集中度はというと、こちらは先ほどの○○先生のプレゼン資料の中にもあった動

きとかなり同じような、先生のは先ほどの９０年ぐらいからありましたけれども、私のは２００１年からという

ことで右半分ぐらいのものになりますが、２００７年度ぐらいにかけてちょっとずつ上がっていったものが一旦

落ちて、最近少し上がっているというのが東京都への税収の集中度であり、この動きは人口の集中度の動きとは

また大分違うわけですが、景気動向等を反映していますので、一人当たりの税収の全国比というものとも似たよ

うな動きをしているということになります。 

（ＰＰ） 

 では、その格差指標、偏在性指標を何で見るかというときにいろいろな見方があって、よくメディア等で使わ

れる、あるいは総務省の資料にもよく出てくるのが、一人当たりの税収の東京都の値を沖縄県で割った、最大値

割る最小値というものです。これはＭＡＸ/ＭＩＮということで、ここではオレンジの線がこうなっていまして、

２０１３年度決算であれば２．６２倍になりますけれども、最も高かった２００７年度が３．２７倍、２００１

年度は２．９８倍からスタートしてこんな動きになっているということです。 

 ほかにも○○先生のところでタイル尺度が出てきたり、あるいはジニ係数などもありますけれども、大体似た

ような動きをする、なおかつ計算の簡単な指標として変動係数というものがあります。それも細かいところでは

違う動きもするのですが、大体似たような動きをしているのがわかるかと思います。要するに２００１年度から

２００７年度にかけて上昇し、その後、落ちて、２０１２年度から２０１３年度にかけてちょっと上がっている

ということです。 

 この２つの指標の一番の違いというのは、上は、４７個本当は情報がある中で、最大、最小という２つの情報

だけに依拠したものということで、ほかが変わっても変わらなくても、例えば沖縄県の値だけが変わることによ

ってこの値は大きく変わるわけです。というようなところで、全体の情報をもっと使ったものというのが、これ

は４７都道府県全ての情報を使っているのが変動係数であったり、ジニ係数であったり、タイル尺度になるとい

うことになります。 

 そういう意味で言うと、変動係数のほうがすぐれてはいるのですけれども、それと似たような意味合いを持つ

ものとして、結局、変動係数の動きというのは東京都の動きにかなり大きく左右されるのです。東京都だけぽん

と抜けているところがあるので、変動係数で見ても、最大、最小で見ても、東京都の動きというのはかなりどち

らにも大きな影響を与えるということになるので、そうすると、東京都と全国の値の比というのはこの下の青に

なるのですが、これも全体の動きをある程度、全体の情報を使った上で、なおかつ変動係数と同じような動きを

するというようなことで、これがこの後、扱いやすいものですから、こちらの指標を１つターゲットにして分析

をしているということになります。東京都の値が全国の一人当たりの税収に対してどれぐらいの割合になってい

るかというものです。 

（ＰＰ） 

 では、この３つの指標、本当は時間があればジニ係数やタイル尺度ともやってもよかったのですが、相関係数

をとると、東京都対全国の値というのは、最大、最小とも０．９６という相関になりますし、変動係数との間で

も０．９８という非常に高い相関になりますので、この東京都対全国という値を１つ指標としてもそんなに大き

な問題はないだろうということです。 

（ＰＰ） 

 では、これをターゲットにして税目別の分解をやっていくということで、細かく分けてもいいのですけれども、

個人住民税と法人二税と地方消費税とその他という４項目に分けています。細かいところは割愛させていただき

ます。 

（ＰＰ） 
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 ２０１３年度で見たときに、各項目の税収の構成比等がどうなっているかというと、今もありましたが、個人

住民税が３３．８％、法人二税が２３．８％、地方消費税が１７．９％、その他が２４．５％。東京都で見ると、

またこれが少し違って、法人二税の割合が少し高いのですが、東京都の一人当たりの数字はこれです。それの対

全国の値というのは、この値になっていまして、これらを使って分解をしていくということになります。 

（ＰＰ） 

 税目別の寄与度分解というのをこれからしていくのですけれども、東京都の一人当たりの税収が全国の税収に

対してどれぐらいの割合になっているかというのは、各税目の東京都対全国の値というのに、その税目の構成比

を掛けたもの、これを全部足すと全体の偏在性指標になるということで、ここで税目ごとの分解をしていくとい

うことになります。 

（ＰＰ） 

 これを２０１３年度の数字でやるとどうなるかというと、まず全国の一人当たりの数字が税目ごとに見ると、

こうなっていて、その下が東京都で、全国の構成比がこうなっていて、東京都割る全国がこうなっていてという

ことで、この全国の構成比と東京都の一人当たりの税収、対全国比というものを掛け合わせたものが全体の１．

６５の構成要素になってくるのです。割合として３３．３％と３７％とか出てきていますけれども、要するに個

人住民税は全体の三十数％を占めていて、なおかつ寄与度としてもそれぐらいあるというのは、個人住民税の偏

在性が全体の偏在性と大体同じような程度を持っているからなのです。それに対して、法人二税については、税

収の比率で言うと全国二十数％ですけれども、偏在性指標に占める程度というのは３７％ということで、これは

法人二税の偏在性自体がほかの税目よりも大きいからということです。それはこの数字が高いということによる

ものになります。 

（ＰＰ） 

 これをその年ごとにざっと計算したのがここで、ここだけでは一見よくわからないところもあるので、でも特

徴的なところとして、個人住民税の寄与度が２００７年度からがっと高くなっているということと、法人二税の

寄与度が２００７、２００８で減った後、２００９以降でがくっと減り、１３年度でちょっとだけ上がっている

というところです。ここら辺で見てとれるかと思います。 

（ＰＰ） 

 これをさらに年度間の変化に対する税目別寄与度分解ということで、説明が舌足らずになっていて恐縮ですが、

特定の税目の偏在性が変化したことによる効果と、その税目の税収が増えたり減ったりしたことによる変化とい

うのが構成比の変化ということなのですが、そのどちらによるものかということを分けて分解しているのがこの

式になります。 

（ＰＰ） 

 例えば２０１２年度から２０１３年度でいきますと、一人当たりの東京都の税収を全国の値で割ったものとい

うのが、２０１３年度は先ほど見てもらった１．６５なのですが、２０１２年度は１．５８でした。だから、０．

０７ポイント増えたということになるのですが、この中身というのは、法人二税の偏在性そのものが上がったと

いうのが０．０３ポイント寄与していて、要するに法人二税の税収が増えたからなのですけれども、法人二税の

構成比が増えたことによっても０．０３ポイントあるのですが、構成比については、この税目で増えればほかの

税目で減るということになりますので、ここをトータルすると帳消しになる可能性もあるのですが、この場合は

少し残ります。０．０２ということで少し残っています。 

 これはどういうことかというと、もともと偏在性の高い法人二税の構成比が高まったので、全体として偏在性

が少し上がったと解釈していただけるとよいかと思います。ただ、法人二税の税収が増えただけではなくて、法

人二税の偏在性そのものも高まっているということで、両方の効果で２０１２年度から２０１３年度の税収の偏
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在性の拡大というのは説明できるということになります。要するに、ひとえに法人二税ということですが、これ

は制度変更があってというよりは、景気がよくなってくると法人二税のウエートというのは高くなってきますし、

それと同時にもともと多いところでの税収の増え方というのが大きくなりますので、その影響によるものと解釈

できるかと思います。 

（ＰＰ） 

 というのを１年ごとにやって、これは細かいのですが、見ていただきたいのは２００７年度です。ここに大き

な０．１６というポイントがあります。１５ページの０６から０７というところに、個人住民税の構成比のとこ

ろに０．１６と出ているのですが、これは個人住民税の構成比、つまり、税源移譲で個人住民税が増えるわけで

すけれども、それによって偏在性の数字がこれだけで０．１６ポイント上がる形になるのですが、ただ、構成比

はほかのところで減りますので、ほかのところの効果と合わせるとほぼゼロになるのです。これはどういうこと

かというと、もともと全体の偏在性と個人住民税の偏在性がほぼ同じ程度なので、これのウエートが高まったと

ころで全体の偏在性は変わらないということになります。 

 むしろこのときは景気がよくなったことによって、法人二税の偏在性が上がっているという部分だけで全体の

偏在性がちょっと上がっているということになります。ということで、税源移譲の影響はほとんどないというこ

とです。 

（ＰＰ） 

 今度は地方法人特別税の影響を本当は見たいところではあるのですけれども、地方法人特別税は２００８年度

に創設されて、税収に影響が出てくるのは２００９年度に半分ぐらい、２０１０年度でほぼ完成するという形に

なるのですが、その間、景気後退もあって、そもそも税収が減っていくという側面もあるのです。なので、ここ

では実はこの分析だけでは、そのどちらの影響によるかというのは識別できない。これはやろうと思えばできる

のですけれども、この分析だけではできないことになるのですが、どちらの影響かというのは置いておくとする

と大きな影響が出ていまして、２００８年度から２００９年度については、法人二税のウエートがまず減るので

すけれども、この場合は、偏在性の大きな税目のウエートが減ったということで、全体の偏在性にも大きな影響

が出ています。特に２００８年度から２００９年度です。０．１６ポイント偏在性指標が低下したことになるの

ですが、そのうち０．１４ポイントは法人二税の構成比が減ったことによるというように解釈することができる

かと思います。 

（ＰＰ） 

 ２０１２年度から２０１３年度については、先ほどお話しさせていただいた法人二税が増えたことによるとい

うことで、まとめますと、時間を超過してしまいましたが、都道府県税の偏在性というのは、２００１年度以降

は２００７年度がピークになっていて、そのあと、２０１２年度まで低下して、２０１３年度まで上昇したとい

う側面があるのですが、税目別に分解したときに、２００６年度から２００７年度については税源移譲があって、

個人住民税のウエートが増えるのですけれども、構成比が変化しただけで全体の偏在性には影響がない。それに

対して、２００８年度から２００９年度については、法人二税の構成比の低下。これは地方法人特別税の創設に

よる部分と、景気後退による部分が両方入っているということになるのですが、この構成比の低下でもって全体

の偏在性は低下しました。２０１２年度から２０１３年度については、法人二税の偏在性が上がった部分と構成

比が上がった、両方の効果で少しだけですけれども、偏在性が上昇した。これはちょうど先ほど○○先生が、留

保財源が近年１２、１３、１４と格差が拡大しているとおっしゃったところですが、それの背景にあるものとし

て考えていただいてもいいのではないかと思います。 

 済みません、オーバーしてしまいましたが、私からは以上になります。 

【小委員長代行】  ありがとうございました。 
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 今、御説明いただいた○○委員のプレゼンテーションについて、何か語句の説明ですとか、もしお聞きになり

たいことがございましたら、この時点で。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  御説明どうもありがとうございます。 

 推論になってしまうかもしれませんが、２０１４年度に地方消費税が増税されることになるので、それによる

今と同じような分析をした場合に予想される結果を、もし推論できるならば教えてください。 

【○○委員】  恐らく地方消費税そのものの偏在性が全体のよりも少し小さいので、その構成比が上がること

によって全体の偏在性は少し下がるのではないかというように思われます。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 ほか、いかがでしょうか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  御説明ありがとうございました。 

 固定資産税に関しての分析というのは、何かなされていますか。 

【○○委員】  これと別にということですか。 

【○○委員】  これと別にで結構です。 

【○○委員】  これを市町村でやると、全然また違う絵が見えてくることになるのですが、地方で人口の少な

いところでダムとかがあって固定資産税の税収が沢山入ってくるようなところが断トツでトップに出てきたり

して、そこら辺はほとんど固定資産税だけで説明できるみたいな結果、市町村はこれと同じものでやると出てき

たりするのです。人口の少ない、例えば町村を抜いて都市だけでやるとその影響は小さくなって、個人住民税の

影響が強くなるとかというような形で、市町村でもやることはできます。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

【会長】  テクニカルな話で、先ほど地方法人特別税の話があったのですが、御存じのとおり、地方法人特別

税はその後で地方譲与税として配分し直します。これは配分し直す前の数字を使っていますね。 

【○○委員】  し直す前です。 

【会長】  譲与税のところは入れていないということですね。 

【○○委員】  入れると、これ自体の偏在性がもう少し小さくなるので、全体の偏在性はもう少し下がること

になります。構成比が下がっただけではなくて、偏在性自体も下がるので、全体の偏在性も下がる。 

【会長】  ありがとうございます。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 あといかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、○○委員、どうもありがとうございます。 

 では、続きまして○○委員、よろしくお願いいたします。 

【○○委員】  明治大学の○○でございます。 

 （ＰＰ） 

 私は財政学の専門家ではなくて、どちらかという租税法の専門なので、皆様方とは少し違った立ち位置になる

かと思いますが、一応、自分の知っているというか、海外で研究していたこともありましたので、今回はドイツ

の話を中心に地方財政制度というのですか。財政調整というと、恐らくドイツ語だとＦｉｎａｎｚａｕｓｇｌｅ

ｉｃｈと言うのですけれども、それ以外の点も多少含めて、地方でどうやって税収というかお金を集めようとし
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ているかということについて簡単に御説明したいと思っております。 

（ＰＰ） 

 最初に、簡単なおさらいとして、ドイツは連邦制度をとっておりますので、皆様も御存じのように連邦政府が

ありまして、その下にという言い方は変ですけれども、それとほぼ同格な形で州政府というのはございます。そ

の下にですけれども、Ｇｅｍｅｉｎｄｅと言って、いわゆる市町村。先ほど○○委員がおっしゃいましたけれど

も、ドイツで地方税といいますと、実は都道府県というか、日本の都道府県みたいな州税ではなくて、Ｇｅｍｅ

ｉｎｄｅレベル、市町村レベルの税金について主に語ることになります。その点がまず違うという点を整理させ

ていただきたいと思います。 

 どういうことかというと、中央政府の力が余りないというか、基本的には州政府が税金関係、財務省が全て徴

収をしますので、その点に関して誤解がないようにということです。 

 何でそんなに州に力があったのかというのは単純な話で、ドイツが１９世紀に統一するときですけれども、ど

んどん編入という形でプロイセン、当時の一番強かった国ですけれども、そこに編入していったというところが

あります。そのときにもう既にある程度、主要な財源というのが出てきましたから、「獲得税」の「獲」が間違

っております。申し訳ありません。いわゆる所得税とか法人税以外のものは既に大体決まっていたということで

ございます。 

 とはいえという言い方は変ですけれども、ドイツで地方税というものはどういうものがあるかというと、いわ

ゆる最近一瞬有名になりましたけれども、犬税とか、娯楽税といいますけれども、いわゆるカジノですね。ドイ

ツ人は余り賭け事が好きではないのですけれども、いわゆるホテルとかそういうところでカジノをするという習

慣は多少あるので、そこで取るというのがあります。 

 最近一番メジャーなのが、恐らくは東京都も導入されておりますけれども、宿泊税というもので、これが今一

番まともというか、うまくいっている地方税の税目だという気がいたします。ベルリン市が特に課税をしており

ますのが有名です。 

 あと、お酒を販売する免許税というのがありますけれども、現在ほぼ廃止されております。 

 結局のところ、何が州というか地方を含めて地方の財源になっているかというと、所得税の一部の財政調整と、

いわゆる営業税とか事業税と言われておりますけれども、その収入ですが、後者につきましては、特に景気の好

不況の動向を受けやすいということもありますので、実は事業税改革をどうするかというのを延々とドイツは議

論しているというのがここ十数年です。ミレニアム以降の動向ではございます。 

 先に結論を申し上げて、余りうまくいっていないということです。どうしてかというと、このスライドは営業

税と事業税がごっちゃになっていますけれども、どこの国でもあるのでしょうけれども、結局、税率の引き下げ

競争というのは各地域ごとにやってしまって、主に引き下げているのは大都市の周辺です。いわゆる、ドーナツ

現象のところと、過疎地域ですけれども、この辺がとまらなかったということです。 

 あと、事業税に関しては、法人税法上の理論上いろいろと問題があるということで、かなり廃止せよという議

論が政界だけではなく学会からもあったのですけれども、特に、急先鋒だった政党があるのですが、ＦＤＰ、こ

こが政権を２年前に離脱してしまったので、そのあたりで地方税がうまくいっていないというか、改革がストッ

プしているというのが実情です。 

（ＰＰ） 

 財政学の先生方におかれましては御存じだと思われますが、簡単に説明させていただく、財政調整というのは

垂直的なものと水平的なものがあるというのがございます。 

（ＰＰ） 

 少し時間がないので先に行きますけれども、どういうものが垂直的財政調整の対象かというと、連邦税として
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は一応消費税と保険に関する税金です。それから超過課税があります。州税に関しては、これはおもしろいなと

思うのですけれども、国税なのですが、州に配分されるということで相続税が入っております。ビールは、ドイ

ツは健康を害するものとは思われていないので税率は高くないのですけれども、ビール税があって、カジノ税が

あるという形です。 

 市町村に関して固定資産税とか不動産取得税というのがあるというのは、どちらかというと、こちらに固有の

ものという意味が強いかと思われます。 

（ＰＰ） 

 さらに話を先に進めてしまって申し訳ないのですけれども、垂直的財政調整の中身としまして、どういうよう

になっているかというと、所得税は連邦と州レベルでほぼ半分というか均等に分けるという形になります。日本

の感覚からすると非常に不思議ですけれども、逆に言えば、州の行政権限が多いということを考えると、これぐ

らい取り分があっても当然かなという気が個人的にはしております。 

 利子・キャピタルゲイン税というのは、２００８年から導入されておりますけれども、これも半々に分けると

いう形でやっております。法人税はきっぱり半分ですけれども、１つだけ気をつけていただきたいのは、市町村

のレベルに所得税と利子とキャピタルゲイン税、こういうものの配分が行き渡っているという点が特徴的です。

これは、今年度は手に入っていないので２０１４年度の連邦財務省の資料です。 

（ＰＰ） 

 消費税ですけれども、最初のころというか１９９５年ですが、今から２０年ほど前の段階では市町村への配分

割合はゼロでございました。これが２０００年になった時点で、政治的な理由もあるのですが、２．１％までい

き、その分、州と連邦の取り分が減っておりますけれども、それがだんだん動いていって現在に至るという形に

なっております。 

（ＰＰ） 

 財政的調整の話も説明をするのを前後してしまって大変恐縮ですが、狭義の水平的財政調整に関しては、地方

自治体が相互に財源を移転していって財政力格差を調整していくということで、これは独特かと思います。 

 連邦国家型というのですけれども、これは話が飛んでしまって大変恐縮ですが、昨年秋にスウェーデンから研

究者を招聘して、本学というか明治大学で客員研究をしていただいていたのですが、そのときに講演していただ

いたときに同じことを私はたまたま聞きました。こういうことをするとは決定していなかったのですけれども、

聞いていたときに、実は狭義の水平的財政調整というのはスウェーデンも適用していて、ただし、この適用が妥

当かどうかということに関しては、一旦憲法訴訟になっていることが出ているということです。 

 スウェーデンとドイツが同じような国家体制をとっているとはとても思えなくて、あそこは私よりも恐らく、

本日お見えになっていらっしゃらない○○委員とかのほうがお詳しいと思いますけれども、南部の方が明らかに

工業地域で、北の方はほとんど何もないという地域ですから、これを日本の現状と一緒にしていいのかとか、そ

ういうのはまた問題ではありますけれども、興味深い論点ではあります。 

（ＰＰ） 

 日本のやり方というのは水平的効果を持たせる垂直的財政調整だと思いますけれども、皆様のほうが当然御存

じだと思いますけれども、当該地域の税収を基準として算定してとあります。ドイツの場合は、給与税というの

がいわゆる源泉徴収税で取られておりますけれども、これを居住地基準として、法人税の場合は法人の所在地を

基準としてやっております。利子・キャピタルゲイン税に関しては、金融機関からの源泉になりますので、金融

機関を基準にして取っております。 

（ＰＰ） 

 続いて、赤字と黒字の団体の地方公共団体の調整についてですけれども、原則として人口数で行っているとい



13 

 

うことです。消費税に関して水平的調整を行っている場合は、総額の州への配分額を除いた２５％を上限にして

います。ドイツは何でもややこしくと言ったら変ですけれども、租税法律主義が徹底しておりまして、ボン基本

法といって憲法に当たるものと、ＡＯ国税徴収法と読むのか、租税手続法と訳するのかよくわからないですけれ

ども、そういうところの２条できっちり規定をされております。 

 あと、ものの本には財政調整と必ずしも含まれてはいないのかなと思いますけれども、もう一つ、東西ドイツ

統一の後のすごく印象的な話として、東西の経済力負担格差をある程度やわらげるために、旧西側諸州から一方

的に東側諸州に財源移譲を行うという、余り評判がよろしくない制度がございます。これはＳｏｌｉｄａｒｉｔ

äｔｚｕｓｃｈｌａｇといって、Ｚｕｓｃｈｌａｇという言葉はタックスではなくて、特別料金とかそういう印

象のもので、多分頭の中では狭義の税とは考えられていないのだと思いますけれども、これによって西側地域に

住んでいる人たちの所得、金融所得が特にありますけれども、一方的に西側から東側の州に動くという制度があ

ります。これは東西ドイツ統一後に一時的に暫定的に入れると言っていましたけれども、暫定的と言いつつ、憲

法訴訟も起きているにもかかわらず、まだ２０年ずっと続いていて、ただし、これは私、本日配付資料を参考で

卓上配付させていただいておりますけれども、余りこれは旧東側地域の経済力を上げるためのものには必ずしも

なっていなかったのではないか。むしろ補助金漬けにしてしまってマイナス要因が多かったのではないかという

気がしております。 

（ＰＰ） 

 ２０１５年現在ですけれども、話をどんどん飛ばしてしまって大変申し訳ないのですけれども、第２次メルケ

ル政権というものがありますけれども、これが前回１３年までの政権です。ここで事業税、営業税改革が失敗し

てしまったことによって、ゲマインデと書きましたけれども、市町村と小さい弱小の市町村は連合というのをつ

くっていて、ゲマインデ連合というのをつくっているのですけれども、そういうところは独自財源が全然足りな

い状態がずっと続いております。これは連邦レベルでは奇跡的にという言い方は変ですけれども、ドイツ経済は

域内ではよいことになっておりますので、税収が自然に上がっておりまして、今、正直に言って、連邦マターで

税制改革というのは大きな問題にはなっていないのですけれども、地方自治体にとっては決してそういうことだ

けではないということがございます。 

 東西ドイツの各州とか、ゲマインデ間での経済力格差というのが従来ずっと問題とされていたのですが、現在

は本当は豊かだったはずの旧西ドイツ側にあった地方公共団体でも財源調達に苦しんでいるところは幾つか出

てきているというのが少し特徴かなという気がします。 

 大都市と書きましたけれども、いわゆるデュッセルドルフとか、ハンブルクとか、中規模な公共都市です。産

業は非常に豊かなところですが、その周辺地域です。Ｋｒｅｉｓというのは、いわゆる東京都下とか、そういう

郡部みたいな感じのところですけれども、エッセンというのは、デュッセルドルフ市から３０分ぐらいの町です

けれども、ここも今うまくいっていないのです。ハンブルク州に隣接する通勤圏の、ハンブルクはハンザ都市な

ので、東京都の特別区と同じような地方公共団体といえますけれども、その北部にある３０分ぐらいのところに

ある、ここのアーレンスベルクという町も、私、この春に行ってきましたけれども、非常にきれいな町ではあり

ましたが財源がないといっているのです。特にアーレンスベルクに関しては営業税の引き下げ競争をやって失敗

したというのがあります。どうやら逆ドーナツというのですか、ドーナツ現象の逆になっているのかなと思いま

す。 

 端的に言いますと、前回、○○委員が御報告されていたのを拝見していて思い出したのですが、ヨーロッパの

場合は特にすみ分けが激しくて、豊かな人が住む地域とそうでない地域というのがはっきり色分けしているとこ

ろが実はあるのです。かつては大都市の真ん中に住むことはよくないと言われていて、それは子供の教育レベル

が下がるから余りよくないと言われていて、みんな郊外に住んでいる人が多かったのです。逆に郊外に子供がい
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るということは、学校とかそういうのを建てなければいけなくなってしまって、そういうのにかかる費用という

のを出していくのにだんだん税収が足りなくなってきたというのが１つの答えなのかなと思っています。 

 職場と行政地が、居住地と職場が異なる行政区域になっているという、日本でも起き得る問題かなと思ってい

ます。ただ、さりとてという言い方は変ですけれども、教育制度の問題と書きましたが、別にドイツはみんなが

みんな大学に行かなくてはいけないというところでは決してなくて、職業訓練をやっている人もそれなりに優遇

されるというか、別にそれはそれでいいという国でもありますし、私も最近見て不思議だなと思ったのですけれ

ども、地元愛の強い人たちと書きましたが、Ｌｏｋａｌｐａｔｒｉｏｔ。貧しかろうが、自分の地域がよその区

域よりも何かお金が足りなかろうが、ここは我が故郷だから絶対離れないという、そういう人たちも一定割合は

いるのです。そういう人たちがいるということで、一時言われていたほど人が失業するからといってどこかの町

に行ってしまうということでもどうやらなくなってきたのかなというのが、統一して２０年以上たちますけれど

も、最近の現状かなという気がしております。これはまだ私もいろいろ調べている最中なので確定というわけで

はないのですけれども、別に経済的な豊かさだけがどこに住むかという指標になっているわけではきっとないの

かなという気はします。 

（ＰＰ） 

 あと簡単に言ってしまって申し訳ないのですが、駆け足になってしまって大変恐縮ですけれども、税制改革に

関して簡単におさらいをさせていただくと、今、税制改革のもとになるのは、今はどちらかというと保守の政権

ですけれども、実は２０００年にありましたＳＰＤ、今野党となっていますけれども、そちらの政権がやった税

制改革、一大改革ですが、これがボディーブローのように１０年ぐらいたって効いてきて今に至るという感じで

す。これはもちろん社民党政権なので、本当は労働者に対して優しい政策をすればよかったのですけれども、こ

の時期、ドイツの経済はどん底だったこともありまして、シュレーダーという人は、ＳＰＤは伝統的に労働者に

優しい政党だったにもかかわらず労働組合が好まない政策をどんどん入れたのです。簡単に言うと、社会保障の

費用を削減しますとか、今までずっとキャピタルゲインは原則非課税だったのですけれども、課税しますとか、

いろいろと評判の悪いこと、一般受けは必ずしもしないことをやってしまったというのがあります。 

 その左派連立政権の第２弾の改革の時点で地方税が少し動いたというのは現状であります。２００３年、２０

０４年ぐらいです。私、このころはちょうどドイツにいたのですけれども、確かにみんな話題が暗かったなとい

う気がします。帰ってきたのが２００６年ぐらいだったのですけれども、そのころになってちょっとぐらい日差

しがほのかに見えてきたという感じで、２００８年で事実上第３弾の改革をしまして、大規模、中規模、小規模

と書きましたけれども、少しずついじってはいるのですけれども、でも、これはだんだん今経済的にうまくいっ

ているのかなと。はっきり言って、ＥＵの中のよその国がうまくいっていないから相対的に上がっているという

ことだけかもしれないですけれども、そういうことです。 

（ＰＰ） 

 その他の論点としまして、気になる点として申し上げたいのは、ドイツの場合は地方政府が地方債の発行をし

ないで、いわゆる借入金を直接やってしまうというかなり荒っぽいことをやり始めていて、これはＫａｓｓｅｎ

ｋｒｅｄｉｔと言いますけれども、お手元の参照資料の７ページあたりに私の書いたものではないですけれども、

共同発表させていただいたときの慶應大学の○○教授がそれを出されております。 

 普通は、地方公共団体がみずから借り入れをするのが認められるのかどうかは私にはよくわからないのですけ

れども、余り認められないのではないかと常識的には考えられるのですが、それを最近やっていて、財政調整で

足りない赤字を補っているということがあります。東西ドイツ間に関しては先ほど申しましたので省略させてい

ただきます。 

 今後のドイツ、地方税を含めての改革の予想ですけれども、ショイブレという非常に強い政治家が連邦財務大
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臣でおりまして、この人がどれだけ動くかという次第です。ただし、彼の頭の中は、一番最後に書きましたが、

今、恐らくギリシャ危機で、ドイツ国内のお金をヨーロッパに財政調整している状態ですので、いつまでたって

も返してくれないだろう借金をまた払わざるを得ないのかと、そちらが多分彼のほうは頭がいっぱいだなという

気がします。 

（ＰＰ） 

 おまけという形でいろいろ書きましたけれども、このあたりは時間がありませんので、ご覧いただければと存

じます。 

（ＰＰ） 

 大変駆け足になりましたけれども、御清聴ありがとうございました。 

【小委員長代行】  ○○委員、ありがとうございました。 

 ただいまの○○委員の御報告についてですが、何か御質問ございましたら、お願いいたします。よろしいでし

ょうか。 

 ○○委員、お願いします。 

【○○委員】  ありがとうございました。 

 東西ドイツのところで当初西から東へという必要性があって、それで憲法訴訟の問題になったというところは

よくわかるのですが、今では、そこの旧西ドイツ間での自治体間格差が問題になっているというお話でしたが、

その枠組みは同じようなことが今もあるのですか。旧西ドイツの自治体間の水平調整といいますか。 

【○○委員】  御質問ありがとうございます。やってはいるのですけれども、要は大都市、ドイツなので大都

市と言っても日本だと中都市ぐらいなのですが、中都市の周りの市のお金がなくなってきているというので、す

ごく不思議ですけれども、それは先ほど簡単に説明させていただくと、千葉都民とか神奈川都民とかというか、

家族は郊外に住んでいて、行政サービスを享受するのは彼らで、お金を稼ぎに行くだけということなので、最初

はみんなドイツ人の感覚として、森の中に住むのが好きなのです。タワーマンションに住むのではなくて、郊外

で畑仕事、お庭があるといいなというのが彼らのステータスなので、わざわざ遠いところへ住んで通って、学校

などは私学もほとんどないですから、そういう公共サービスはどんどん周辺の地区が払わなければいけないのに、

会社の事業所はデュッセルドルフとかにあって、デュッセルドルフ市は結局そこで豊かになっているのですけれ

ども。 

 もう一つ、きちんと先ほどの説明では申し上げなかったのですけれども、実際に営業税の引き下げ競争で憲法

訴訟になってしまったところは、実は原発を誘致した市町村で、やはり補助金が欲しかったのですが、ドイツの

北の方は風が強いので風力発電とかいろいろあるのです。それをやってしまって、結局引き下げたことに対して

周りの市町村が怒ってしまって訴訟が起きたというのがあって、この辺は日本でも将来起き得るかなという気は

個人的にはしております。 

【○○委員】  ありがとうございます。 

【小委員長代行】  よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 それでは、○○委員、どうもありがとうございます。 

 続きまして、事務局から、本日の論点並びに資料の御説明をお願いいたします。 

【税制調査課長】  それでは、お手元の資料「第３回小委員会の論点」、Ａ４の１枚の資料をご覧ください。 

 本日は「地方財政調整制度について」をテーマといたしまして、地方財政調整制度の意義、税源の偏在是正に

ついての２点を論点に設定いたしました。地方の役割分担の大きさや財政需要、また、地方法人課税の分割基準

や企業版ふるさと納税の是非などについて中心に御審議いただければと存じます。 
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 続きまして、本日の論点に関する前期都税調答申の記載を確認しておきたいと存じます。お手元の資料「平成

２６年度東京都税制調査会答申の概要（抜粋）」をご覧ください。 

 １の「地方財政調整の意義」では「国民に一定水準の公共サービスを提供するため、国の責任において財政力

の弱い自治体に必要な財源を配分するものであり、地域社会の安定を図る上で必要不可欠」としておりまして、

２の「地方交付税のあり方」では「地方交付税制度は、地方税を補完するものとして、財源保障機能及び財源調

整機能をより適切に発揮させていくことが重要」としております。 

 ３の「地方財政調整制度をめぐる論点」では、税収格差の議論におきましては、地方自治体が実施する行政サ

ービスの大きさを考慮に入れることが必要といたしまして、地方法人特別税、同譲与税及び地方法人税につきま

しては撤廃し、地方税に復元すべきとしています。 

 また、今後の議論に向けてといたしまして、地方税・地方交付税等を合わせた総体としての地方税財政制度の

あり方については、その充実を図っていくべき。地方税制度はあくまでも、応益性、安定性、普遍性、伸張性と

いった地方税の原則にのっとって考えるべきとしております。 

 続きまして、地方財政調整制度に係る資料の御説明をさせていただきます。 

 お手元の資料、平成２７年度東京都税制調査会第３回小委員会、地方財政調整制度に関する資料をご覧くださ

い。 

 表紙をおめくりいただきまして、目次に続きまして、１ページの資料１につきましては、地方交付税制度の概

要でございます。 

 ２ページの資料２は、地方交付税等総額（当初）の推移の資料でございます。 

 ３ページの資料３は、国と地方の税財源配分でございます。租税収入の配分比率と国と地方の支出ベースの比

率が逆転している状況を示してございます。 

 ４ページの資料４は、国と地方の役割分担を決算ベースで見た資料でございます。国民生活に密接に関連する

行政は、その多くを地方で担ってございます。 

 ５ページの資料５は、地方財政の財源不足の状況でございます。近年、税収が回復基調にあることから、財源

不足額及び公債依存度は縮小傾向となっておりますけれども、平成２７年度では、いまだに約７．８兆円の財源

不足が存在しているという状況でございます。 

 ６ページの資料６は、地方財政の借入金残高の状況でございます。約２００兆円規模で高どまりとなっており

まして、内訳といたしましては、臨時財政対策債の残高の占める割合が近年増加しております。 

 ７ページの資料７は、地方法人特別税の概要でございます。地方法人特別税は、平成２０年度税制改正におき

まして、消費税を含む税体系の抜本改革が行われるまでの暫定措置として導入されたものですが、平成２６年度

の税制改正におきましては、消費税率８％段階において３分の１の復元にとどまっております。前期の都税調答

申では、これは従業者数のほかに課税標準とは無関係の指標であります人口を用いて法人事業税を再配分するも

ので、受益に対する負担という地方税の原則に反するものとしております。 

 ８ページの資料８は、地方法人税の概要でございます。地方法人税は平成２６年度税制改正において、地方税

源の偏在是正という観点のみに基づいて、法人住民税の法人税割の一部を国税化し、その全額を地方交付税原資

とすることとされたものでございます。 

 ９ページ、資料９は、不合理な偏在是正措置の都への影響でございます。平成２７年度の地方法人特別税と地

方法人税を合わせた東京都の減収額は約３，０００億円となっておりまして、制度創設から現在までの累計で、

１兆円を超える減収となっております。 

 １０ページの資料１０は、一般財源の人口一人当たり額の状況でございます。地方交付税による財政調整後の

東京都の額は全国平均とほぼ同じ水準となっております。 
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 １１ページの資料１１は、基準財政需要額算定における問題点でございます。大都市の財政需要が適切に反映

されていないことなどによりまして、算定された基準財政需要額は、配分技術上の数字に過ぎず、都財政の実態

をあらわしていないとしております。 

 １２ページの資料１２は、法人事業税の分割基準改正の経緯でございます。平成１７年度の改正ではサービス

業等について、従業員数に加えて事業所数が用いられるなどの変更が加えられまして、それが現行の基準となっ

てございます。 

 １３ページの資料１３は、地方法人課税の分割基準の問題点でございます。平成２７年度与党税制改正大綱で

は、大法人向け外形標準課税のさらなる拡大に向けて、分割基準のあり方等について検討するとされております

けれども、前期都税調答申では、財政調整の手段として分割基準を用いることは、行政サービスの受益と経済活

動の対応関係をゆがめ、基準そのものに対する信頼を失わせてしまうとしております。 

 １４ページの資料１４は、地方消費税の概要でございます。 

 １５ページの資料１５は、地方消費税清算会計の問題点でございます。平成２７年度税制改正におきまして、

人口のウエートが増えるという地方消費税清算会計の見直しが行われたところですけれども、前期都税調答申で

は、清算基準は、あくまでも税収を最終消費地に帰属させるための指標であり、都道府県間の財政調整のために

用いるべきではないとしております。 

 １６ページの資料１６は、ふるさと納税制度の概要でございます。 

 １７ページの資料１７は、企業版ふるさと納税に関する新聞報道及び都知事の定例記者会見における発言でご

ざいます。記者の質問に答える形で、企業版ふるさと納税については反対と表明をしております。 

 １８ページの資料１８は、税財政制度改革に係る全国知事会の主張の変遷でございます。これまでは、税源の

偏在性の少ない税収が安定的な地方税体系を構築していくことが重要と主張してきましたけれども、平成２６年

度税制改正時には、法人住民税法人税割の国税化による偏在是正を一定評価するなど主張が変化をしてきており

ます。 

 １９ページの資料１９は、東京都における大都市としての財政需要でございます。東京の社会資本の多くは、

高度経済成長期に建設されたため、全国より早く更新時期を迎えること。また、急速に進む少子高齢化に伴う介

護給付等の負担や、都市部に待機児童が集中する中で、今後も保育サービスの整備が必要となっておりまして、

保育所や特別養護老人ホームなどの施設整備に必要な用地取得には、地方圏の１０倍ものコストが必要となって

おります。 

 最後の２０ページの資料２０は、前回の小委員会でもお示ししておりますが、まち・ひと・しごと創生の概要

でございます。 

 資料の説明は以上でございます。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 ただいま説明いただきました論点と事務局資料について、まず初めに御質問がありましたら、お願いいたしま

す。よろしいでしょうか。 

 それでは、特にないようですので、最初にいただきました３人の委員の方のプレゼンテーションの内容も踏ま

えて、早速審議のほうに入っていきたいと思います。 

 事務局から論点ということで、地方財政調整制度について、その意義ですとか、財政需要、財源不足の実態、

それから、税源の偏在是正の問題についてということを挙げていただいております。どなたからでも御意見いた

だければと思います。いかがでしょうか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  それぞれに御説明どうもありがとうございました。 
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 今回の都税調での議論で地方財政調整制度の話をするときに、少し置かれている環境が以前に比べて変わって

いるところがあるのではないかということを私なりに感じておりまして、長くなるかもしれませんが、私の認識

を申し述べさせていただいて、それで意見を述べたいと思います。 

 いみじくも今日は「骨太の方針２０１５」の概要を事務局が席上配付されておりまして、結局、もう釈迦に説

法ですけれども、地方交付税がどうなるかというのは、国の予算編成の中で地方財政計画というか、地方財政対

策があって、それによって、まず総額が決まる。その総額の決まり方がどういうフレームワークになっているか

ということが一番最初に重要になってくる。それが概要の紙の４ページの脚注２にあると私は思っています。 

 つまり、この脚注２には、地方一般財源総額は２０１８年度までにおいて２０１５年度地方財政計画の水準を

下回らないように実質同額確保するということは考えているのです。ただ、これは今までも安倍内閣になってか

らも、いわゆる地方一般財源総額の実質同額確保という言葉は使われてきたのですが、消費税が増税されてから

という局面において、この言葉の持つ意味が変質しているということです。 

 どういうことかというと、私なりの解釈なのでこれが絶対正しいかどうかは存じませんが、私の解釈は、今ま

ではそれなりに地方も財源不足があって、なかなか増税もできなくて、だから、その中で別枠加算だとか、歳出

特別枠だとか、いろいろ財源確保の方法を考えながらも、実質同額確保は忘れないでくださいよという、ある種

地方の一般財源を確保する立場を維持するようなトーンが強かった。今後はそうではないと私は思っています。

つまり、同額確保はいいのだけれども、同じ言葉なのだけれども、別に減らされるということはないのだけれど

も、増やされないということです。つまり、これから地方消費税も増えてくる。景気が上向いているということ

は、個人住民税や法人二税の税収も上がってくる。そうすると、地方財政計画上の地方税収は増えてくる。もち

ろん地方交付税と国税財源も増えてくるとなると、もちろん喜ばしい話としては、臨時財政対策債を余り出さな

い方向になってくるというめでたい話もあるかもしれないけれども、今までついていた別枠加算とか歳出特別枠

がなくても、地方一般財源総額の実質同額が確保できるでしょうという話になってくる。極端に言えば、地方税

収も増える。交付税財源税収も増える。さらにその上に別枠加算も特別枠も残しながら、その上に一般財源をも

っと増やしてくれるのかといったら、そういうことはしませんよというように私なりには読めるということです。 

 これが東京都の財政にどういう影響を与えるかということは、私はむしろポジティブなのではないかと思って

います。どういうことかというと、そもそも不交付団体なわけです。交付団体になろうと標榜しているわけでは

ない以上、逆立ちしても交付税をもらうということにはならない。だから、交付税をもらうという立場からする

と、この交付税がいくら来るかということは、もとをただせば一般財源総額確保ということがどういう形で国の

予算編成の中で実現するかということが気になってくるのだけれども、東京都は、そこは余り関係ない。だけれ

ども、先ほど来、議論があるように、財源超過がどうなるのかとか、水準超経費についてはどうなのかとか、そ

ういうところはもちろん○○委員がプレゼンされたように気になるところなわけです。 

 ただ、ここではあくまでも交付税総額をいくらにするかという話のフレームワークの中で一般財源総額の実質

同額確保と言っているまでなので、特に東京都に交付税が来るわけでない以上、そこの部分についてどうという、

ニュートラルというか、別にネガティブなことはない。 

 ただ、今までの国の予算編成の中で財政当局が言ってきたことは、交付税の増額圧力が国の一般会計の中のほ

かの経費を圧迫するということに対する警戒感から、東京都に超過財源があるではないかとか、そういう批判を

してきたということなのだけれども、脚注２によればもうたががはまっているわけです。交付税の増額圧力は、

私の理解は、本当に財政当局がそう思っているか知らないけれども、交付税の増額圧力はここで食いとめられて

いる。そうすると、交付税の増額圧力というのは、○○委員が指摘されたように、地方で税源の偏在があって、

その税源偏在を、交付税を総額として増額しないと偏在是正ができないということから増額圧力が来るというこ

とを財政当局が一番恐れているのだけれども、その圧力がもうないということは、別に極端に言えば、財政当局
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の知ったことではないというか、税源偏在は、あとはミクロの交付税の配分の問題であって、交付税総額をもっ

と沢山交付税を増やさないと税源偏在是正できないという話とは切り離されるというところの局面に今般なっ

たのではないか。 

 ただ、問題は、つまり交付税をちゃんと確保して増額もらわないと税源偏在是正ができなくてということだと、

財務省は交付税を増やす前にやることがあるでしょうといって、地方法人税を入れてみろとか、地方法人特別税

を入れてみろとか、そういうようなことの圧力をかけてきた。だけれども、ここは私の理解では切り離さない。

ただ、１つ残る問題は、地方消費税が財源超過につながるので、東京都が持つ財源超過に対してどうやって対外

的に理解を求めるかという局面に私はなってきているのだと思います。まさか地方税として入ってくる地方消費

税にまで地方法人税みたいにして突っ込むということは基本的にはないだろうと。ただでさえ、そもそも交付税

財源として消費税があるのだから、別にそこまで手を突っ込んですべきではないと思いますけれども、問題は、

よく指摘されるのは、地方消費税といえども、消費税は社会保障財源として増税するということになっているの

だから、ちゃんと地方税としても、それは社会保障のために充当されているということですよねと、本当にそう

なのですかという、そういう疑問が時として呈される。そこで、私は、東京都はその疑問にきちんと答える。社

会保障の財源として、東京都は入ってきた地方消費税を使っているということ。先ほどの事務局資料にもありま

したけれども、社会保障の財政需要が増えているというのはもちろんそれだと思います。 

 もう一つ、ポジティブに捉えるとすると、これは骨太２０１５のもう一つの重要なポイントですけれども、国

と地方を合わせたプライマリーバランスの黒字化というのを２０２０年までに目指すということになっていて、

それに対して、東京都も積極的に財政収支の改善に努めていることを示すということが、この財源超過との対応

であっていいのではないか。それはかなり説得的な説明になるのではないか。財源超過があって、お金が余って

いるではないかと。自分の独自の、ほかの自治体ではやらないような行政サービスをどしどしやっていい思いを

しているのではないかというように思われてはしゃくなわけで、だから、そうではなくて、社会保障に充当して

います、さらには債務返済に努めていて、プライマリーバランスを都としても改善することに努めていて、これ

は国と地方を通じたプライマリーバランスの黒字化にも貢献しているのだというような説明が出てくると、財源

超過というものに対する風当たりが東京都に対してかなり弱められるのではないかと思っているというのが、今

までの局面と違った説明の仕方。東京都に向けられた目が少し違うアングルから出てくるのではないかと私自身

が思っているところです。 

 以上です。 

【小委員長代行】  ありがとうございました。 

 今の○○委員の御意見なども踏まえまして、先生方、いかがでしょうか。 

 会長、お願いします。 

【会長】  ○○委員、御発言いただき、ありがとうございます。 

 いわゆる骨太と呼ばれる改革の基本方針、今、４ページの注のところを御紹介いただきました。いま言われた

とおり、実際の地方財政計画というのは年末の地方財政対策で決まってくるので、この基本方針自体が果たして

どこまで守られるかどうかよくわからないというのがまず前提としてあるのだと思いますが、内閣が閣議決定し

ていますので、国の側の方針として、今回の予算、概算要求の前提となるものです。国の方針としてこういうこ

とを打ち出したということは、そのとおりだと思います。 

 その際、一般財源が同額で、地方税が伸びてくればその分交付税が減るだろうという予想が立つではないかと

いう御趣旨の御発言かと思います。そのようになるかどうかはわからないのですが、そこまで踏み込んで我々が

考えるかどうかわかりません。そこをこれから見ていかなければいけないということは、そのとおりだと思って

おります。 
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 地方財政調整制度について、先ほど事務局から前期の答申の概要を御紹介いたしました。本文のほうは、もう

ウェブサイトも出ておりますし、皆様の手元にもあるかと思います。このファイルにも入っておりますので、よ

くお読みいただければと思います。前期まで、ずっと地方財政調整制度について議論してきて、その結果、こう

答申にまとめてきております。私としては、もちろん大枠をつくることにかかわってきましたので、それはこれ

までもこういう認識でやってきたし、こういう議論がどこまで通用するのかという観点から今期考えていきたい

と思っております。いま言われたとおり、情勢が動いておりますので、それに合わせて変えていかなければいけ

ないところがあるということはそのとおりだと思います。 

 地方消費税をいわゆる福祉、社会保障に充当するという話ですが、確かに社会保障と税の一体改革という、こ

れは民主党政権のときからやられていることで、これは自民党も民主党も同じであります。消費税、地方消費税

の増税分に関しては社会保障を充てろという方針が国から出されていることはそのとおりです。ただし、都税調

としては、それについて、もともと消費税あるいは地方消費税というものは一般財源なので、何に充てるという

ことをいちいち言われる筋合いはない、という議論を前期も行っていますし、そういうことを答申にも書いてき

ました。それについては、東京都としてもそういうことを言ってきたかと思いますので、そこをどう書くかとい

うことが出てくると思います。 

 それから、財源超過、プライマリーバランスに対する東京都の貢献ということについては、これも税制を超え

た話になってくるような、いわゆる主計マターの話かと思いますが、観点として、財政健全化が大事であるとい

うことはそのとおりです。そういう趣旨を踏まえた議論がなされていくということは当然あり得ると思っており

ます。 

 私からの感想として述べさせていただきました。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 ○○委員、何かありますか。よろしいですか。 

【○○委員】  特に。また別の話になってしまうので、今の話に関してはそれで結構です。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 ほかの先生方、いかがでしょうか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  東京都で財政調整の話をするというのは非常に難しいと思うのですが、○○委員に質問したい

と思います。地方交付税の制度で、その枠組みで解消されない部分というので、留保財源と財源超過額の部分を

御指摘いただいたわけですけれども、○○委員のお考えがもしあればお聞かせ願えないかと。調整されないから

どうなのかという部分がもしあればお聞かせ願えればと思います。 

【小委員長代行】  では、○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  そこに対しては、積極的にこうすべきだという主張を持つまでには至っていないのですけれど

も、ただ、格差があるからどうすると、格差の水準を基準にして是正を図るというのはなかなか難しい話になる

のではないかと思っているのですが、ただ、先ほども少し申し上げましたとおり、留保財源で見ているものの中

身が変わってきているときに、例えば社会保障の単独事業みたいなものを実はここで見ていて、かつてと違って、

ナショナルミニマム的なものに近いもので留保財源に格差が出ているときに、では、この格差というのを放って

おいていいのかということになると、また少し考えなければならない点が出てくるのではないか。それは格差の

是正ということではないかもしれませんけれども、例えば留保財源率のほうを引き下げるようなことも話として

は入ってくるかもしれないということは思います。ただ、格差の是正ということをどうすべきというのは、なか

なか積極的な意見としてまでは出せない状況です。 

【小委員長代行】  どうぞ。 
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【○○委員】  今回、○○委員のプレゼンは重大な問題提起をされたと私は思っています。つまり、先ほども

申し上げたかったのだけれども、少し言葉が足らなかったかなと思いながらも今少し補足すると、事務局資料１

１とかで基準財政需要の算定で何が問題と言っているのは、要は不交付団体になるというのはいい。だけれども、

財源超過額が大きくなることで目くじらを立てられるのは、それは話が違うだろう、と本当は言いたかったわけ

です。 

 だけれども、私は、それも大分局面が変わってきたということも追加で申し上げたいわけです。つまり、どう

いうことかというと、地方消費税が今度２０１７年４月にさらに増税されると、またここが増えることに、今の

ままだとなり得るわけです。そうすると、もちろん会長がおっしゃったように、地方消費税のあるべき姿はそれ

ぞれあるのだけれども、一応１０％に上げるというフェーズにおいては、国は社会保障財源だと言っている。そ

うすると、社会保障財源のために地方消費税を増税して、それで超過財源はきっと社会保障のために使ってくれ

るでしょうねと多少の誤解も含めて思っていると。それに対して、何の説明もないと、ほら超過財源が増えて、

それで財源超過額が増えて、それで東京都ばかりいい思いしているのではないかみたいな話になってしまう。そ

れでは詮ない話なので、そこは先ほど会長がおっしゃっていたように、都税調だけの話では済まないかもしれま

せんけれども、しかるべき説明が必要になってくると私は思っています。それをきちんと社会保障にも使ってい

ますよという話があります。資料１１も、地方消費税増税対策というか、大都市の需要があるのに加味されてい

ないのでこんなに財源超過になってしまうと言われても困る、そういう計算をされたら困るというほうを前面に

出す。社会保障の需要はちゃんと東京でも増えていて、それに対応するためには従来の算定だと財源超過はある

かもしれないけれども、消費税財源も使わないと対応し切れないのですよという説明がまず最初に要る。あとは、

財政当局とか国の骨太の方針の議論の中でもあったわけですけれども、プライマリーバランスは確かに２０２０

年までに黒字化していくのだけれども、できれば臨時財政対策債をもし前倒しで償還できるなら、財源に余力が

あるところは償還すれば、それがプライマリーバランスの黒字化へのサポートになります。財源は超過している

ようにみえるかもしれないけれども、それは社会保障にも使っていますし、赤字縮小にも取り組んでいますと言

えば、財源超過批判の話が大分避けられるということです。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 先ほどの○○委員の御発言で、社会保障において地方単独事業が増えていて、その分の交付税算定の部分が増

えているので留保財源を引き下げるという御意見ですか。そういうことではないのですか。そこの点だけ１点お

願いします。 

【○○委員】  その点もそうです。そこで留保財源があると、そこまで見切れないということがあるので、留

保財源率を引き下げるという話も入ってくるし、恐らく格差の是正ということでももちろんそこは入ってくる話

だと思うのですけれども、両方含めてです。 

【小委員長代行】  ありがとうございました。 

 いかがでしょうか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  今の○○委員のお話で、局面が変わってくるのではないかということでしたが、さらに経済が

回復してくるとますますそういうことになってきて、今、地方消費税を上げることによって、東京都が裕福にな

りますと、社会保障を手厚くしますというだけで大丈夫かということもあるように思います。もっと経済が回復

すると問題が大きくなります。東京都は大変回復したが、地方ではまだなかなかそこまで至らないところがあっ

て、では、その格差是正をどうするのかという話が出てきます。局面がまた変わって、新たな火種という可能性

はあるので、地方消費税を社会保障で使っていますというだけで大丈夫かどうかということもあると思って聞い

ていたのですが、少なくともそれは必要ですが、さらにまた仮定の話になりますが、どういうように経済が動い
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てくるかというところにもよるかと思いますが、確かにもしかすると局面が違ってくるかなと私もそんな印象を

持ちます。 

 １点、小さなことでよいですか。事務局のほうでふるさと納税の制度概要のところを説明されたのですが、素

朴な質問をしたいのですが、東京都の区市町村は、ここはふるさと納税についてはどの程度されているのですか。

どのぐらいの感じですか。ほとんど地方の特産とかもらっていますし、遠くの地方に皆さん寄附しているのかな

というイメージがあるのですが、現実に東京の自分のところに寄附をもらっているというのはどのぐらいあるの

かわかりますか。 

【小委員長代行】  事務局、お願いいたします。 

【税制部長】  数字がすぐ出るかどうかというのはあるのですけれども、都内市町村も受け入れ自体はやって

おります。ただ、地方のように積極的に宣伝をしてというところまでは現在至っておりません。 

 出ていくほうの統計はあるのですけれども、入ってくるのがいくらかというのは、税務当局は資料を持ってお

りませんので、調べましてわかるようでしたら、また後日御報告したいと思います。 

【○○委員】  ただ、少しは入っているところもあるのではないかと思って伺いたかったのです。 

【小委員長代行】  その入っていくほうの統計は今ないということなのですね。 

【税制部長】  はい。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  私は税の専門家ではないので、今日は勉強させていただくばかりだったのですけれども、感想

を申し上げます。ふだんから都市計画とか都市開発とか、そういうものに接していますと、基準財政需要額に都

市としての特殊性が十分反映されていないということが問題になるのではないかと思います。景気次第ではあり

ますが、都市では、土地の価格、人件費、物価含めてかなり上がっていく可能性があります。社会保障、社会福

祉などは、それらの価格変動とは関係ない要素もあるでしょうが、しかし物価が上がっていくと、例えば福祉需

要にどう応えていくかというときに、やはり東京では施設一つつくるのも大変お金がかかるなど、ほかの地域と

は違う要素が出てくるはずです。今の補正係数などに、どのくらいそういう大都市の特殊性が反映されているの

かとかという基礎知識がかけておりますので余り強くは言えないのですけれども、ただ、東京だって大変なのだ

ということを出していく中で、今日、事務局からの資料には昼間の流入人口のこととかが書いてありましたけれ

ども、さらにそれを超えて福祉、社会保障の観点で見ても、この基準財政需要額に関しては大都市の特殊性があ

るということが言えるのではないかということ。これが、一つ目の感想です。 

 二つ目は、今の一つ目が東京だって大変なのだということだとすると、東京の動きというのは国の骨太の方針、

基本方針と非常に連動した動きをしているというか、むしろ国を引っ張るような動きをしていると思っています。 

 先ほど○○委員のほうからもありました国と一緒にプライマリーバランスを達成していくというのはもちろ

んですけれども、具体の政策の中でも、例えばこの資料の中では出てきていませんけれども、まち・ひと・しご

との中で東京から高齢者を地方に送り出すみたいな、若干、乱暴な議論も出てきております。そういうことをし

なくても、例えば東京の市町村の中でも特養などが非常に不足する中で、既に地方の特養などと連動しながら高

齢者の住みかを確保しているなどという動きはあったりするわけです。そういうことをうまく進めれば、地方創

生なども東京は国と一緒に、または先んじてやっていっているというようなロジックになります。そういう議論

が、先ほどの余剰の財源に関する話と関連してくるのかどうか、そこら辺は私にはわかりませんけれども、地方

と連携しながら東京の財政運営はなされているというような打ち出し方というのは重要なのかなと感じており

ます。 
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 以上です。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 今、東京の財政需要をどう見るかということと、あと、東京以外の自治体との連携とかかかわり方というのも

非常に重要ということで、これは○○委員も本日、地方団体間の連携ということを最後におっしゃったりしてい

ますけれども、このあたりで何かもしあればいかがでしょうか。 

【○○委員】  やはり東京都の位置づけというのが非常に難しい気がしていまして、都の主張というのは当然

あるところだと思いますけれども、交付税を見る場合も、地方団体全体としてというようなことが入ってくると

思いますので、そのときにどういう立場かというか、そこら辺のところは大変問題になってくるところではない

かという認識です。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 これは東京都というよりは、例えば杉並区と南伊豆町で介護施設の受け入れのための協定を結んだり、個別に

人員ですね。職員が足りないというときに、例えば被災地に職員を派遣するとかというような形で、個別に連携

しながら東京都としてやれることもやっておくことで、逆に東京の方で災害が起こった場合には支援もしてもら

えるというようなところで、直接的な財政調整ではないのだけれども、別の形で連携をとるということも１つあ

り得るのではないかというのは○○委員の御提案かなと思いながら伺っていたところです。 

 あとは、○○委員からの御報告で、地方法人二税の偏在性の問題という話がありましたけれども、以前からど

こまで是正すべきなのかという議論とか、どこまでの偏在というのは問題なのかということは法人二税の議論の

中でかなり出てきていたところですが、そのあたりも含めて、こうした税源の偏在是正の点についてはいかがで

しょうか。 

 お願いいたします。 

【○○委員】  今日の議論と少しずれるかもしれないですけれども、偏在是正という話と関連するので。 

 ○○委員もおられるのですけれども、政府税制調査会で今、所得税制の見直しの議論をしていて、当然これは

個人住民税にかかわってくるでしょう。先ほどの○○委員のプレゼンテーションにもありましたが、やはり法人

二税が偏在しているということが顕著であり、それに比べれば個人住民税はまだそこまで顕著に偏在していない

ので、やはりきちんと応益課税の１つの軸である個人住民税もしっかり強化する。そういう言い方をしていいの

かどうかわかりませんが。しっかり住民の方にも応益的に負担をお願いしてもらう。これは全国的にです。そう

いうことを通じて、偏在性の高い税目が占める地方税収の割合を減らしていって、それでむしろ地方税全体とし

ては偏在がより小さくなるという方向が私は基本だと思うのです。もちろん地方消費税が増税されることによっ

て、そういう方向にも向かうというのはもちろん私としても是でありますけれども、地方消費税だけでそれがで

きるわけでもないので、ほかにももっと個人住民税も、東京都は固定資産税がありますけれども、一応道府県税

の範囲でという議論で絞るとすれば、個人住民税もきちんと課税をすることを通じて偏在是正という方向にも働

く。もちろん地方財政調整制度をどうするかという問題も先ほど来の議論でありますけれども、そもそもの税源

の問題ということを考えると、地方税制としても偏在性の小さい地方税制を目指すべきだと思います。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 ほか、いかがでしょうか。どこからでも御意見いただければと思います。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  東京都と言っても２３区、市、それぞれすごく差が行政サービスにはありますね。だから、先

ほどから超過をいっていますけれども、そういうものが全部トータル的に東京都の中でも平均化された上での超

過額をどうするかということだとおもいます。 

例えばすごく小さな話ですけれども、固定資産税の納付が２３区と多摩地区では納付日が違う、住民税も違う。
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意外と知られていないかもしれないけれども、そういう面がある。だから、いろいろなちょっとしたサービスも

都区内、２３区と違う。学校の例えば給食費の負担にしても、２３区・市により違うとか、いろいろと細かいこ

ともありますがそういうのも全部トータル的に東京都として１つに統一化された上で超過額をどうするかとし

て持っていかないと、やはり２３区に住めない状態の人もいますし、どんどん２３区の中でも格差は出てきてい

ます。東京都も国の縮小版で随分過疎化になっているところもありますから、その辺をどうするかということを

検討したうえで超過をどうするかという問題なのかなと思います。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 東京都と言っても一くくりにはできないということですね。なかなか厳しいところもある中での調整も含めて

どうするかという御意見だったと思います。ありがとうございます。 

 先ほど○○委員のほうからドイツの御報告をいただきまして、そのときにドイツの場合にも、日本で言う千葉

都民とか、神奈川都民というような話があって、要するに行政サービスに対する負担というものと税源配分と財

政調整をどう考えるかというようなお話がありましたけれども、そうしたら、ドイツの実態なども踏まえながら、

今の日本における税源偏在の問題ですとか、財政調整について何かもし御意見あればいただければと思いますが、

いかがでしょうか。 

【○○委員】  小さなことかもしれないのですけれども、先ほど申し述べ忘れたことで○○委員のコメントを

伺っていて思い出したのですけれども、ヘッセン市というデュッセルドルフの近くの町がなぜ財政的に苦しくな

ったかという話をいろいろインタビューして聞いたときに、分不相応な大きな劇場を建ててしまって、建てた後

の維持費が困った。典型的な箱物行政なのです。ルール地帯なので、いわゆる工業地域で労働者がかつて６０年

代はすごい大量にいたのですけれども、その人たちはどんどん年金生活になってしまって、社会保障を受ける側

になってしまったとか、一歩間違えると日本でも起き得る問題ではあるのかなと思います。 

 ただ、私の個人的な感想で大変恐縮ですけれども、東京のほうがまだ割とまざって住んでいるというか、住み

分けがこれほど激しいというのは、欧米のほうがはるかに大きいですね。犯罪率が高いとか、そういうのは余り

聞かないですね。もしかしてあるのかもしれないですけれども、都内の特定の地域で犯罪率が高いとか、そうい

うことは余りなくて、むしろ所得格差が問題になっているので、外国人対策とか外国人の定住政策とか、そうい

うのと絡めてになると思うのですけれども、まだそれほど顕在化が起きているわけではないかなというイメージ

はあります。ただ、今後、そういう形でポテンシャルというか起きる問題ではあることは確かです。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 あと今日は少し時間を長目にとっておりますのでもうしばらくお時間はあるのですが、いかがでしょうか。こ

れまで法人課税の分割基準の話ですとか、消費税の清算基準の見直しといったようなところについては特に御意

見は今のところ出ていないようですが、あとは企業版のふるさと納税という話が今、出始めているのですが、こ

のあたりについていかがでしょうか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  事業税の課税標準の事業所税ですか。かなり中小企業にとって雇用者の数が入っているという

のと、事業所の面積によっての負担というのは大きくのしかかってくるのは確かだと思っています。雇用者がい

ないとやっていけない中小企業は沢山ありますし、今よくビル清掃とかありますけれども、アルバイトの人がい

っぱいいるわけです。延べ人数にしたらすごい数になるわけです。メディア関係の仕事でも何でもそうなのです

けれども、今、本当に派遣まで全部入れたところで数えなさいと言われると大変な数なのです。これが大変な負

担になっていることは確かです。 

【小委員長代行】  サービス経済化の進展と、雇用のあり方が変化してきている中で、短期で大人数で雇用し

ているという実態に即したような事業税の外形の分割基準を考えていくべきだということですね。ありがとうご
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ざいます。 

 あとはいかがでしょうか。道府県の偏在是正の話ですね。特に法人住民税と法人事業税の問題については、な

かなかこの場でというのでしょうか、意見を申し上げるところが非常に難しいところがあって、要するに全国ベ

ースで見たときの財源をどういうように確保していくかという議論と、さはさりながら、本来の地方税として従

前都に入っていたものに関して、やはりそれは都税として都に入るべきではないかという東京都のお立場もあっ

て、そのあたりのところで、なかなか先立つものがない中で、これをどういうように考えていけばいいのかとい

うのは非常に意見が分かれているところでもあるのかなとは思っています。 

 ただ、本日の委員の皆様の御意見を伺っておりますと、これから社会保障関係の支出というのは非常に伸びて

いく中で、特に東京都はこれから団塊世代の方が後期高齢になっていくというところで財政需要が非常に大きく

増える可能性があるとか、あるいは用地だとかサービスを提供するのに対する人件費などの問題もあって、その

あたりのところの財政需要をどこまで財源保障の枠組みの中できちんと見ていくのかという観点から、財政需要

額というものの国レベルでの算定のあり方というものに関して、一定の意見を出していくという考え方はあるの

ではないかというようなこともあったかと思います。 

 どうぞ。 

【○○委員】  企業版ふるさと納税について意見を述べたいと思います。 

 これはアンビバレンツだと思うのです。ただでさえ地方法人税を入れているわけです。それでいて、法人住民

税でさらに企業版ふるさと納税をするということは一体何をやりたいということなのかということです。つまり、

もちろん法人住民税として残っている部分で、そこだけで企業版ふるさと納税をするという話で終わらせるとい

うことができるならば矛盾はしないのかもしれません。ただ、個人版とは言わないかもしれないけれども、今の

所得税、個人住民税におけるふるさと納税の仕組みは、所得税の控除も認めているわけです。いわゆる国税分の

控除も認めている。納税というか、寄附が入るのは地方自治体である。そうなったときに、地方法人税は国税で

あると位置づけたとして、地方法人税の納税部分にも寄附した部分の控除が使えるということになったときに何

が起こるか。私が東京都の職員だったら、東京都の全ての企業に対して、ぜひ東京に寄附してくださいと。地方

法人税の一部は取り返せるみたいな妙な話になるわけです。何がやりたいのかということです。だから、何を目

的にして企業版ふるさと納税をするのかということです。 

 もちろん、影も形もないものなので、そんな影も形もないものに対して批判をするつもりもないのですけれど

も、ただ、思考実験というか頭の体操をしたときに、一番変な話になり得るのは、地方法人税には全く影響を及

ぼさない形で控除が法人住民税だけの控除という話でまとめられてしまうということになると、単なる税の地方

間の奪い合いみたいな話になってしまうので余り生産的でもないという感じもしますし、それに変わる何かアイ

デアがあれば別ですけれども、そういう今後の議論がどう展開するかわかりませんけれども、何らかの、別にこ

ういうアイデアがありますから、ぜひこのアイデアで国はやってくださいと進めるほどのものもないので、別に

何もしなくてもいいのではないですかというのがベターなのかもしれませんけれども、何か変な動きがあったと

すれば、それに対するしかるべき牽制というのは必要なのかなと思います。 

【小委員長代行】  ありがとうございました。 

 これは事務局のほうでどういう議論が出されているか、何か情報でお持ちのものはありますか。 

 お願いいたします。 

【税制部長】  政府において関係省庁に検討するように指示を出したというところまででございまして、具体

的には、これは地方税でやろうとすると、恐らく総務省自治税務局でいろいろと知恵を集めて御検討されている

のではないかと思います。具体的な情報についてはつかんでおりません。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 
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 これはそもそも企業版の前にふるさと納税制度自体が税のあり方としてはいかがなものかという議論はある

わけでして、そのあたりのところについても、ここにいらっしゃる先生たちもいろいろな御意見をお持ちかと思

いますが、本来でしたら例えば東京都に入ってくるはずの税が、こういう形で地方に行ってしまうというのもい

かがなものかとも思います。そのあたりのところも含めて、あと先生方から何かいかがでしょうか。 

 お願いいたします。 

【会長】  企業版の話で、官房長官と知事の御発言が今、資料１７で出ているわけです。恐らく知事の御発言

は、企業版の話をしているのですが、実質的には個人の話も同じことなのです。実際には、企業に生まれ故郷が

ないだろうとここには書かれているのですが、実は個人版だって別に寄附先はふるさとでなくてもいいので、勝

手にふるさと納税と称しているだけです。 

 それから、返礼品、お土産が出ていますが、それが２，０００円を超えれば、実は納税者のふりをしてその人

が資産を増やしています。ある自治体から別の自治体に税金が動いているのですが、動いている以上に全体の税

収は減っていて、納税者のような人が実はもうけているという非常にゆがんだ制度なので、本当はこれはもとも

とおかしな制度だと思っています。ということなので、個人版でもおかしいのですから、企業版になるともっと

すごいことになります。そういう制度だと思います。 

 これも不思議なことに、総務省のウェブサイトなどを見てもふるさと納税推進コーナーみたいなものがあって、

不思議なことを政府を挙げてやっているなと常々思っています。これは税制あるいは税法の方々のコメントなど

を見ても、なかなか正当化しにくい制度だと思っているのですが、最初は所得割納税額の１割ぐらいまでという

上限付きで導入されたようですけれども、最近上限が２倍に引き上げられたそうです。だんだん制度がエスカレ

ートしてきて、地方創生という名前で何でもありという形になっているのかな、というのが正直なところです。 

【小委員長代行】  ありがとうございます。 

 そろそろ時間も迫ってまいりましたが、あと先生方で本日の論点について、これを言っておきたいということ、

いかがでしょうか。 

 ○○委員、いかがですか。特によろしいですか。 

【○○委員】  はい。  

【小委員長代行】  そうしましたら、では、少し予定よりも早目ではありますけれども、大変扱いにくいとい

うか、難しいテーマで地方財政調整制度ということと、あと税源の偏在是正の問題についてということで、３人

の委員から御報告をいただきました。個別の税制の議論については、やっていくといろいろ御意見があるかと思

うのですけれども、それについては９月以降の小委員会で御審議をいただければと思っております。 

 それでは、これをもちまして本日の議事を終了いたします。お忙しい中をありがとうございました。 

── 了 ── 


